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～ インフラメンテナンス国民会議「ちゅうごく」 シーズ技術の募集 ～ 
 

 

 ■応募資格 

   施設管理者のニーズ※1 に適応するシーズ技術を保有する民間企業等※2 

※１ 施設管理者のニーズ：別添「シーズ技術の募集 別紙－１」をご参照ください。 

※２ 民間企業等：民間企業、協会、法人、大学・高等専門学校等の単体又は共同体が対象です。 

    

 ■募集期間 

   令和８年７月 30 日（木）～令和８年８月 28 日（金） 

 

 ■申込要領 

   別添「シーズ技術の募集」による 

 

➢本シーズ技術の募集は、インフラメンテナンス国民会議「ちゅうごく」のホームページにも 

掲載されています。申込書のオリジナルデータはこちらからダウンロードできます。      

「ちゅうごく」ホームページ URL：https://www.cgr.mlit.go.jp/kikaku/im/effort/bosyu_r080730-r080828.html  

➢中国地方整備局は、産学官民の技術や知恵を総動員するプラットフォームとなるインフラ  

メンテナンス国民会議「ちゅうごく」の取り組みを支援しています。 

お知らせ 

地方自治体が抱える施設管理の課題に対し、民間企業等が
保有するシーズ技術を募集します（令和８年度ニーズ） 

合同庁舎記者クラブ・鳥取県政記者会・島根県政記者会・岡山県政記者クラブ・広島県政記者クラブ・ 

山口県政記者クラブ・山口県政記者会・山口県政滝町記者クラブ・中国地方建設記者クラブ 

問い合わせ先 

 【シーズ技術の募集に関すること】 

    インフラメンテナンス国民会議「ちゅうごく」企画委員会（事務局） 

    （復建調査設計株式会社）ＴＥＬ：０５０－９００２－１７４４ 

天
てん

満
ま

 真士
し ん じ

（E-mail：jcim-chugoku@fukken.co.jp） 

「ちゅうごく」ホームページ URL：https://www.cgr.mlit.go.jp/kikaku/im/index.html 

 

 【インフラメンテナンス国民会議に関すること】  

国土交通省中国地方整備局  企画部 ＴＥＬ：０８２－２２１－９２３１ 

事業調整官       守山
もりやま

 和彦
かずひこ

（内線３１１６） 

広域計画課 課長補佐  岡田
お か だ

 直人
な お と

（内線３２１２） 

 インフラメンテナンス国民会議「ちゅうごく」では、地方自治体が抱える施設管理の課題（ニ

ーズ）を解決するため、民間企業等が保有する技術を募集します。 
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令和８年７月30日 

 

インフラメンテナンス国民会議「ちゅうごく」 

シーズ技術の募集 

 

 

インフラメンテナンス国民会議「ちゅうごく」では、地方自治体が抱える施設管理の課題（ニーズ）に対し、

民間企業等が保有する技術やノウハウを持ち寄り、シーズ技術を広く共有し、技術の発掘と社会実装、連

携の促進を図るピッチイベントを開催しています。 

つきましては、下記のとおり別紙－１に示す「令和８年度施設管理者ニーズ」に対し、民間企業等が保

有するシーズ技術を募集します。 

シーズ技術をご応募される民間企業等は、別紙－２の「シーズ技術申込書」に必要事項をご記入いた

だき、申込要領に示す提出資料②、③とともに電子メールにてご応募ください。 

ご応募いただいたシーズ技術は、施設管理者のニーズに適応する可能性が高いと認められたものに

ついて、今後開催するピッチイベントでご紹介いただくことを予定しています。また、ピッチイベント後には、

実用化の可能性を検証するフィールド実証試験の実施を想定しています。 

 

 

記 

 

■ 応募資格 ： 施設管理者ニーズに適応するシーズ技術を保有する民間企業等 

■ 募集期間 ： 令和８年７月30日（木） ～ ８月28日（金） 

 

 

 

お問い合わせ先 
 

インフラメンテナンス国民会議「ちゅうごく」 企画委員会 

天満真士 （復建調査設計株式会社） 

E-mail ： jcim-chugoku@fukken.co.jp 

TEL    ： 050-9002-1744 

 

 



申 込 要 領 

 

 

１． 応募資格 

シーズ技術を保有する民間企業等 

 

２． 応募手続き 

申込み方法 ： 提出資料を電子メールにて申込み先に送付 

提 出 資 料 ： ① シーズ技術申込書（別紙－２） 

 ② 情報提供を予定しているシーズ技術の概要、コスト、適用条件、 

 アピールポイント、開発状況、その他参考内容 

 （任意様式Ａ４×１枚程度） 

 ③ 実施事例がある場合は状況写真等（任意様式Ａ４×１～２枚程度） 

申 込 み先  ： インフラメンテナンス国民会議「ちゅうごく」企画委員会 

 天満真士 （復建調査設計株式会社） 

 メールアドレス： jcim-chugoku@fukken.co.jp 

 

３． 募集期間 

令和８年７月 30 日（木） ～ ８月 28 日（金） 

 

４． ピッチイベントへの参加者の決定 

企画委員会において応募者の中から書類選考により決定します。 

 

５． 選考結果の通知 

令和８年９月４日（金）までに応募者の連絡先に通知します。 

 

６． 留意事項 

応募に際しては、次の留意事項をご確認下さい。 

 

 

 

  



留 意 事 項 

 

 

【知的財産権に関する主な留意事項】 

○ ピッチイベントは、オープンな場として運営することを基本とし、自らの技術を紹介する場合には、

自らの責任においてこれを行うことが求められており、秘匿すべき情報はその場に持ち込まない

ことを前提とします。 

○ 一方、議論する中で様々なアイデアが出されることが想定され、これを基に、ある参加者が発明を

創出し、特許出願などにより知的財産権が成立する可能性も否定できません。 

○ アイデアを得て参加者が技術開発を行い、発明に至った場合や申請を行った場合には、技術開

発を行った者に知的財産権が認められるものと考えられます。 

○ また、議論を通じ、技術開発の共同グループが形成される場合には、知的財産の取扱いについ

て、あらかじめ当事者間で取決めておくことが望ましいです。 

○ 参加者は、この基本的な考え方に同意して出席する必要があります。 

 

 

 

【著作権に関する主な留意事項】 

○ 参加者は、提出した資料等に係る著作権に関し、企画委員会等が当該資料を利用（複製や公衆

通信などを含みます）することを許可することとし、また著作者人格権を行使しないことに同意する

こととします。 

○ また、参加者は、提出資料に記載された文書、図表、写真、イラストなどの著作権等に留意し、使

用許可が必要な場合は、参加者の責任において必ず許可を得ておくこととします。 

 

 

 

※参加者には、「インフラメンテナンス国民会議運営上の知的財産の取扱いに関する事前の取決めと

なるガイドライン」を通知いたします。 

 

 

 

 

 



別紙-1

工　種 分野 細分 No. ニーズ分類 対象とするニーズ 特に必要とする条件 条件等

橋梁（全般） 1 新技術等の導入
■小規模橋梁の点検に対応できる新技術の導入
・現状では小規模橋梁に新技術を導入するとコストが高くなり採用できない。

コスト縮減
・小規模橋梁に採用してもコスト縮減が図れること
・点検方法の簡略化で新技術が採用しやすくなり工程の短縮が図れること

橋梁（全般） 2 新技術等の導入
■小規模橋梁の点検に対応できる新技術の導入
・本町の橋梁はほとんどが１径間しかなく既存の新技術の導入によるコスト縮減が
難しい。

コスト縮減 ・新技術の導入により従来工法と比較してコスト縮減がはかれるもの

橋梁（全般） 3 新技術等の導入
■小規模橋梁の点検について
・小規模橋梁（橋長5.0ｍ以下）の橋梁が多く通常点検より安価な点検方法がない
か。

コスト縮減 ・小規模橋梁を効率よく安価に点検できること

橋梁（全般） 4 新技術等の導入
■小規模橋梁（5ｍ程度）の効率的な点検
・小規模橋梁が2,000橋近くあり点検にかなりの時間と労力、費用を要している。

工程短縮

・職員でも対応可能であること
・点検時間が短縮されること
・点検～診断までAIなどを使用することで効率的になること
・安価であること
・国の新様式及び県の新様式に対応していること

橋梁（全般） 5 新技術等の導入

■小規模橋梁向けの新技術活用
・本市が管理する橋梁の大多数が15ｍ未満の単純床版橋もしくはボックス構造で、
点検を実施するにしても多額の費用が負担となっている。小規模橋梁向けの新技
術の採用及び点検費用の縮減が課題となっている。

コスト縮減 ・小規模橋梁でも採用できる新技術の提案及び費用の縮減

橋梁（全般） 6 新技術等の導入
■小規模な橋梁の点検に関するドローン等の新技術
・小規模な橋梁点検に対してドローン等の新技術を導入するとコストが高くなり従来
の点検しかできない。

コスト縮減 ・小規模な橋梁点検に対する新技術の導入

橋梁（全般） 7 新技術等の導入
■ドローンによる費用の削減
・現状ではドローンによる点検が打音検査には対応していないため、結局は人によ
る追加調査が必要となりコスト的にあまりメリットがないと聞いている。

コスト縮減 ・点検費用が「従来点検＞ドローン＋人点検」となる方法及び技術

橋梁（全般） 8 新技術等の導入

■橋梁定期点検への新技術の導入
・点検の際は必ず新技術の活用について検討しているが、小規模橋梁及び交通量
の少ない橋梁が多いため、大規模橋梁におけるUAV（ドローン）以外活用する場面
がない。

コスト縮減
・小規模橋梁に対応可能なものであること
・導入に際しコスト縮減が図れるもの

橋梁（全般） 9 新技術等の導入
■点検車、高所作業車が必要な橋梁の点検技術
・点検に手間がかかり高コストになる。

コスト縮減
・極力費用が安価な技術
・点検車、高所作業車に代わる技術（ドローン等）

橋梁（全般） 10 新技術等の導入
■桁下が低い橋梁の点検
・水路橋等の点検において人による近接目視が困難でありまた水位が高く桁下と
の離隔が非常に狭い場合の点検方法。

コスト縮減 （特になし）

橋梁（全般） 11 新技術等の導入

■効率的・効果的かつ経済的な市民被害予防措置の実施
・橋梁の施工（補修）に予算を確保したいが、点検や市民被害予防措置の対象の
橋梁や横断歩道橋の数が多く点検や市民被害予防措置に多くの費用を費やして
いる。

コスト縮減

・費用を抑えた技術
・点検業者が容易に実施できる技術
・コンクリート片の落下や鋼材の腐食、ボルトの抜け落ちなどにより通行している第
三者に被害を及ぼす恐れのある橋梁や横断歩道橋

橋梁（全般） 12 新技術等の導入
■職員でも容易に点検可能なシステム
・技術の継承が困難で職員点検により判定のばらつきが出る。

コスト縮減
・極力費用が安価な技術
・車道上から点検できる技術（非破壊点検等）
・AIを駆使した非常に効率的なで安価な全国統一システム

橋梁（全般） 13 新技術等の導入
■写真撮影による劣化診断
・直営点検を行うにあたり業務等で職員が少人数で作業を行うため少人数でも点
検可能にしたい。

労力・人員削減 ・悪天候でも正確に診断することができる

橋梁（全般） 14 新技術等の導入
■田舎でも新技術（ドローンなど）を導入しやすく
・近隣のコンサル等では新技術を扱える事業所が少なく結果的に従来の点検方法
が採用される場合がある。

その他
・新技術導入に対する補助金（コンサル等に対するもの）があると導入に踏み切る
きっかけになるのではないか

橋梁（全般） 15 その他
■道路メンテナンス補助金における調査ものの効率化
・概算要望、本要望、交付申請、精算、請求の手続きや、各調査において人員を配
置する必要がある。しかしながら、現場での技術力向上の時間を確保したい。

事務手続き等の簡素化 ・XROADによる一連のシステム化が図れないか検討して欲しい。

道路付属物 16 新技術等の導入
■道路付属物のタブレット端末等を活用した点検技術
・職員による点検を行っている小規模付属物は、現地調査後、手入力で写真、点検
結果を入力しており時間を要している。

労力・人員削減
・技術が豊富でない職員であっても現地で点検が完了できる仕様
・極力費用が安価な技術
・既存の庁内GISとの連携

道路付属物 17 新技術等の導入
■道路付属物の全数把握
・管理する道路付属物の数が膨大であり職員による調査が追いついていない状況
である。

精度

・対象物の種別や位置等を正確に把握できる技術（台帳化し点検等にも活用した
いため）
・極力費用が安価な技術
・既存の庁内GISとの連携

アスファルト舗
装

18 新技術等の導入

■路面性状調査の効率化
・１巡目、２巡目は業務委託にて専用車両で実施。３巡目は社会実験としてKYBの
システムで実施。しかし、MRIに留まっていることからひび割れ・轍ぼれ等の技術を
確立した手法を検討中。

コスト縮減
・パトール車に搭載したシステムで日々のパトロールから路面性状調査を実施した
い。

アスファルト舗
装

19 新技術等の導入

■路面性状調査
・限られた予算の中で舗装の損傷具合や交通量及び地元要望等を踏まえて総合
的に修繕箇所を判断し舗装補修を実施しているが、客観的な指標がないため優先
順位付けや施工範囲の判断等に苦慮している。

精度 ・直営の道路パトロールでも導入できるような路面性状調査システム

アスファルト舗
装

20 その他
■舗装劣化診断の調査費
・調査費が高価であり修繕費を圧迫している。

コスト縮減 ・安価な技術

のり面（吹付・法
枠）

21 新技術等の導入

■道路法面の崩落予測
・全ての道路法面に対しハード対策を実施することは財政的・時間的に困難なた
め、デジタル技術等の活用により崩落予測を確立することで、事前に交通規制する
などハードとソフトが一体となった効率的・効果的な法面対策を実現したい。

精度

・道路法面における落石や法面崩落が頻発しており対策が必要である。しかし、対
策が必要な法面は膨大でありすべての箇所を対策することは困難である。このた
め、デジタル技術により法面の変状予測を行い、災害リスクの高い箇所は事前に
交通規制を行うなどソフト対策の充実が必要である。

函渠・管渠 22 新技術等の導入
■道路管理者が路体の付属物として管理する縦横断函渠の劣化度を車道上や内
空から確認、点検する技術
・通水や狭隘な構造などにより内空から直接確認することができない。

コスト縮減
・極力費用が安価な技術
・車道上や内空から点検できる技術（非破壊点検等）
・天端床版下空間約0.5mで点検できる技術

樹木 23 新技術等の導入
■樹木の不可視部分の簡易診断
・樹木の空洞化など職員の点検で異常を見抜くことが困難である。

労力・人員削減
・画像等により機械的に診断ができる
・極力安価な技術

樹木 24 新技術等の導入
■倒木する恐れがあるものを事前検出
・道路上に倒木が発生すると通行の妨げになる。

その他
・道路パトロール中に点検できる技術
・点検記録を保存できる
・街路樹以外の樹木も対象としている

全般 25 新技術等の導入

■パトロール時等の車載カメラ画像からAIの技術により舗装やガードレールや標識
などカメラに映り込んだ道路施設を一元的に点検、診断できる技術
・現在は道路施設ごとにそれぞれ点検を行っており、その施設数も膨大であること
からかなりの人員と費用をかけており点検後の整理にも時間を要している。

労力・人員削減

・道路を一度通るだけで複数の道路施設が点検・診断できること
・写真や位置情報等が取得でき、点検・診断結果など報告書や台帳が自動で作成
できること
・道路施設のプラットフォームとAPI連携できること

河川
護岸・根固工・

水制工
26 新技術等の導入

■法定外公共物（普通河川）のマネジメント（管理・点検）計画策定支援
・（課題）点検に関するマネジメント計画の策定
・（理由）埼玉県八潮市の道路陥没事故を契機にインフラ点検の頻度は、施設の重
要度、社会経済への影響度を考慮することが求められている。普通河川は流域が
小さく堀込河川が多いことから、施設の重要度が低く見られがちである。一方、生
活に密着していることから、民有護岸が河川護岸を兼用しているものも少なくない。
短時間豪雨が発生した場合、短時間で急激に河川水位が上昇し背後地や周辺に
被害を与えることとなる。そのため、普通河川といえども点検頻度、重要度の考え
方を整理したマネジメント計画の立案が求められている。

その他
・エクセル等汎用型ソフトで対応できること
・リスク、施設重要度、保全対象等の判断基準が容易である
・リスクマトリクスの作成が容易である

砂防
のり面（吹付・法

枠）
27 新技術等の導入

■急傾斜施設で高所の点検箇所を安全に精度よく確認、点検する技術
・狭隘な場所のため高所作業車の使用ができない。ひび割れや浮きを遠方から目
視で確認できてもひび割れ幅など詳細までは把握できない状況。また、打音検査
ができないため空洞の有無を把握できない。

精度 ・精度が高く安価な調査が可能となる調査方法・技術が必要

下水・上水 道路排水施設 28 新技術等の導入
■調査方法の汎用化
・調査方法が専属化している場合は調査者が少なく費用も高価となっている。

施工性 ・汎用性がある調査方法の開発と安価な技術の開発

令和８年度　施設管理者ニーズ一覧表

道路

調査・点検
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下水（ポンプ
場、処理場）

29 新技術等の導入
■目視できない箇所の調査技術
・ポンプ内部の目視調査ができない。

コスト縮減
・極力費用が安価な技術
・ポンプを設置したままで地上から点検・調査ができる技術（非破壊点検等）

上水 30 新技術等の導入
■漏水調査技術
・山間部に埋設してる水道管の漏水箇所の特定が困難である。

コスト縮減
・調査精度が高いこと
・費用が安価な技術

営繕 建築 31 新技術等の導入

■学校施設の建築基準法第12条点検における軒裏、渡り廊下天井裏、ベランダ裏
のコンクリートの劣化状態を迅速に点検するための技術の向上
・外壁だけでなく渡り廊下天井裏のコンクリート劣化状態を把握するために点検精
度を挙げるか別の手法により解決してほしい。
・高所の目視、打診の限界、軒裏コンクリート打放し部への赤外線活用不可のため
爆竹箇所への見落としが出てしまう。

精度 ・精度のよい点検手法の確立

公園 公園（植栽） 32 新技術等の導入
■密集化、高木化した樹木や広範囲の自然林等の点検・診断技術
・人による点検・診断は物理的な確認の難しさに加え多大な労力と時間を要する

労力・人員削減 ・密集木や高木のドローンなどによる空中からの点検・診断

橋梁（全般） 33 新技術等の導入
■ロープアクセス、橋梁点検車、高所作業車等が必要な橋梁の点検技術
・点検に手間がかかり非常に高コストになる。

コスト縮減
・極力費用が安価な技術
・ロープアクセス、橋梁点検車、高所作業車等に代わる技術（ドローン等）

函渠・管渠 34 新技術等の導入
■埋設管（畑灌）の漏水調査
・畑灌等の漏水箇所の特定が困難であり特定に時間を要する。

コスト縮減
・調査制度が高いこと
・短時間で調査ができること
・費用が安価な技術

堤防 35 新技術等の導入
■地震発生時の防災重点農業用ため池の点検及び調査
・大地震が発生した際に防災重点農業用ため池を点検する必要があるが数が多く
短期間での確認が困難である。

労力・人員削減
・平時ではコストがかからないこと
・現状で侵入困難なため池がある

その他 36 新技術等の導入
■ため池の漏水箇所の確認技術
・ため池の漏水は箇所の特定が困難であり修繕する場合に規模が大きくなり莫大
な費用がかかってしまう。

コスト縮減
・ため池の漏水箇所を特定できる技術
・車両等が進入できない立地が多いため人力で可搬できる機器であること

その他 37 新技術等の導入
■ため池斜樋管の詰まり抜き技術
・斜樋管が詰まるとバキューム対応もできず使用困難となる。

施工性
・大規模な改修工事ではないこと
・ため池の水を極力抜かなくてよいこと

その他 樹木 38 新技術等の導入

■緊急時に樹木医等の専門的な判断を仰ぐことなく職員点検等で樹木の状態を簡
易的に把握し樹木の伐採判断する技術
・樹木の老木化が進んでいる。
・樹木の状態を簡易的に把握する方法がない。

労力・人員削減 ・ポータブル機器等で定量的に職員点検等で樹木の状態を把握

橋梁（全般） 39 新技術等の導入
■健全度の診断技術（客観的な診断技術の普及）
・点検業務の受注者ごとに健全度の診断にバラツキが発生している。
・客観的な診断技術がない。

その他
・費用を抑えた技術
・健全性の定量化
・自動診断システム（AI等）の構築

橋梁（全般） 40 施設の集約・再編
■対象の橋梁・横断歩道橋の利用頻度などの把握
・集約・撤去に向けた情報収集の方法がない。

精度
・費用を抑えた技術
・橋長に関係なく利用頻度を把握
・車両の種類や歩行者の区分は必須

海岸
護岸・根固工・

水制工
41 新技術等の導入

■点検結果の取りまとめ（亀裂等の経過）
・劣化の目視判断は判断基準の統一が難しい。
・判断には経験が必要である。
・とりまとめに時間がかかる。

事務手続き等の簡素化

・５年ごとの点検業務において客観的かつ統一された判断と迅速な処理が求めら
れる
・画像解析（深層学習）で劣化状況の判定とその診断結果のとりまとめが自動でで
きるとよい
・写真の経過から劣化の予測ができるとよい

上水 42 新技術等の導入
■地中可視化技術
・管路情報を記した完成図が不十分な場合に管路の埋設位置を把握することがで
きない。

精度 ・試掘調査と比較して短期間、安価で調査が可能であること

上水 43 新技術等の導入
■地中可視化技術
・管路情報を記した完成図が不十分な場合（特に山間部）に管路の埋設位置を把
握することができない。

精度 ・試掘調査と比較して短期間、安価で調査が可能であること

橋梁（全般） 44 新技術等の導入
■小規模橋梁の工事について
・小規模橋梁では工事費に対し足場のコストの割合が高いため小規模橋梁向けの
安価な足場があれば紹介してほしい。

コスト縮減 ・費用が安価なもの

橋梁（全般） 45 新技術等の導入
■小規模橋梁（鋼橋）の工事について
・鋼橋の塗膜剥離で設置するクリーンルームに安価なものがあれば紹介してほし
い。

コスト縮減 ・費用が安価なもの

橋梁（全般） 46 新技術等の導入
■小規模橋梁の施工（補修・更新）に対応できる新技術の導入
・本町の橋梁はほとんどが１径間しかなく既存の新技術の導入によるコスト縮減が
難しい。

コスト縮減 ・新技術の導入により従来工法と比較してコスト縮減がはかれるもの

橋梁（全般） 47 新技術等の導入

■新技術の導入による補修等のコスト削減
・点検及び補修の際、新技術の活用を検討しているが、導入することによる大幅な
コストの削減を見込めない。点検及び補修の際に新技術を活用したことにより、狭
小橋梁等でもコスト削減がされた事例があれば知りたい。

コスト縮減 ・狭小橋梁でも使用できる新技術

橋梁（全般） 48 新技術等の導入

■新技術の導入による補修等のコスト削減
・補助金を要望する際に新技術の活用が優先支援の条件になっていることから補
修設計において新技術の活用を検討しているが、導入することによる大幅なコスト
削減を図ることが難しく対応に苦慮している。

コスト縮減 ・小規模橋梁の補修でも従来工法と経済比較して安価となる新技術

橋梁（全般） 49 新技術等の導入
■JR跨線橋の修繕
・JRの施工上の制約等や仮設が必要なために通常の道路橋に比べ補修等に莫大
な費用がかかり、市の財政上非常に負担が大きく事業の進捗にも大きく影響する。

コスト縮減
・JR跨線橋に特化した安価な技術
・JRの添架、占用物件がある場合の費用のアロケ

橋梁（全般） 50 新技術等の導入

■地元企業も簡単に実施できる補修技術
・採用した補修技術の妥当性の検証
・地元企業が対応できない新技術の採用
・施工（補修）に必要な予算の確保

コスト縮減

・費用を抑えた技術
・簡単な作業内容
・橋長2m～15mのコンクリート橋もしくは鋼橋
・対象工種はひび割れ注入工、断面修復工、塗装塗替工

橋梁（全般） 51 新技術等の導入
■橋梁点検時に職員直営による簡易な修繕技術
・断面補修は左官技術が必要であり技術習得に時間がかかる。

労力・人員削減
・技術力のない職員でも簡易に（スプレー等を吹く等）断面補修ができること
・コストが安価であること

橋梁（全般） 52 新技術等の導入
■河川断面を阻害することなく施工できる工法
・出水期に入ると施工できない（河川断面を阻害している箇所の仮設工の撤去）。
・出水期中の施工制限による工事の中断（技術者の拘束期間の長期化）。

施工性

・費用を抑えた技術
・出水期中も作業が可能な技術（足場工などを必要としない技術）
・河川管理者の許可が得られる技術
・コンクリート橋もしくは鋼橋
・対象工種はひび割れ注入工、断面修復工、塗装塗替工

橋梁（全般） 53 新技術等の導入
■自己修復が可能な材料を使用した補修技術（ひび割れを自己修復）
・ひび割れにより健全度が悪化。
・ひび割れにより剥離した部材で通行中の歩行者に被害を及ぼす可能性がある。

その他
・費用を抑えた技術
・橋長2m～15mのコンクリート橋
・対象工種はひび割れ注入工

橋梁（下部工） 54 新技術等の導入
■橋梁下部工補修技術
橋梁下部工の修繕（橋台から構築）を行うことが高額の負担となっていることから取
り壊すことなくひび割れ等の補修技術を拡充してほしい。

コスト縮減 ・河川の水位を気にせずできること

道路付属物 55 新技術等の導入

■道路照明柱等の基部腐食に対応した柱部材
・近年、道路照明柱、道路標識柱、信号機等の道路付属物の倒壊事案が多数発
生、いずれも柱基部の腐食が原因である。
・犬ふん尿の影響もあるが泥や雑草等が被さり十分な点検ができないことも要因で
ある。

コスト縮減

・適切な点検管理が難しいことから柱基部をあらかじめ補強した柱部材（工法）を開
発
　→例として柱基部（50㎝程度）に肉厚増、重塗装等を施す
　→安全性の向上、メンテナンスフリーによるコスト縮減が期待できる
　→設計指針（要領）を策定する必要あり

アスファルト舗
装

56 新技術等の導入
■舗装のポットホール対策
・ポットホールを常温合材で補修しているが雨が降る度に剥がれる。

施工性 ・簡易で早急に施工できること

道路

下水・上水

農林

道路

下水・上水

調査・点検

診断

施工（補修・更新）
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道路排水施設 57 新技術等の導入

■道路側溝内の土砂撤去の省力化技術
・人員や予算不足により道路側溝内の堆積土砂は手つかずの状況（特に蓋あり箇
所）。
・排水能力の低下による豪雨時の浸水被害が頻発化。

コスト縮減

・極力、省力化、コスト縮減が図れる技術
・側溝蓋を存置のままで土砂撤去ができる技術
・土砂とゴミを分別できる技術
　→例として側溝寸法に対応できる自走式ロボット

のり面（吹付・法
枠）

58 新技術等の導入
■法枠内の補修
・水抜き内から木が生え維持管理費の増大や構造物影響がでている。

その他 ・水抜き部分の更新、環境に影響せずに木のを生えないようにするための対策

全般 59 新技術等の導入
■道路の防草対策
・毎年数回草刈作業が必要である。

労力・人員削減 （特になし）

全般 60 新技術等の導入
■防草対策の新工法
・道路通行に除草は必須だが、人件費や燃料費の増により年々財政を圧迫する上
に高齢化により地元で対応できない箇所が生じてきている。

その他
・背丈があまり成長しない植物を採用し直営で簡易に施工できる植生シート等の開
発

護岸・根固工・
水制工

61 新技術等の導入
■護岸河床の修繕技術（空隙、亀裂等の補修）
・建設機械の搬入が困難な現場で重機による補修が困難

施工性
・護岸の勾配、水深、流速は問わないこと
・一人で持ち運び、人力による現地作業ができること

排水機場 62 新技術等の導入
■ポンプ機能の向上
・都市化に伴い河川内への流量が増加することに伴い、ポンプ機能（排出量）を向
上させるには建屋ごと建設し直す必要がある。

施工性
・建屋を建築し直さずにポンプ機能を向上させる
例）5m3/s（2.5m3/s×2）→7m3/s（3.5m3/s×2）

のり面（吹付・法
枠）

63 その他

■積算事務の省力化
・法枠内に繁茂した植生や樹木について、施設や近接する家屋に影響を及ぼす場
合は伐採を行っている。標準の積算基準書の河川維持での伐採歩掛や県独自の
伐採歩掛はあるものの、急傾斜地のような狭隘で足場の悪い現場条件にマッチす
る歩掛はなく都度見積対応となっている。

事務手続き等の簡素化

・現場条件は様々なので全ての条件を網羅することは難しいが、急傾斜地におい
ても一定の条件下であれば適用できる伐採歩掛があれば積算事務の省力化に繋
がるものと考えるため新たな伐採歩掛が必要（急傾斜に限らず道路や砂防の現場
にも適用できると思われる）。

砂防えん堤 64 新技術等の導入
■山間部上流にある砂防堰堤の部分的な補修対応
・施工後相当程度経過した堰堤の簡易的な補修に対し、工事用重機のアクセス道
路を必要としない補修パッケージ

労力・人員削減
・山間部にあり工事用道路をつける事は機関と費用から困難
・人力施工
・資材、機械、部材を輸送する方法（モノレール設置より安く）

係留施設 65 新技術等の導入
■職員が実施できる防錆技術（鋼構造物の維持補修）
・海に面した鋼構造物（係船柱など）を多数管理しており多くのものに発錆が見られ
部材の劣化が進行している。

コスト縮減
・限られた維持補修費で劣化の進行を抑えるために職員（自らの手）で実施できる
こと

係留施設 66 新技術等の導入
■港湾海岸施設の修繕技術
・離島工事において複数の資材機材運搬が必要な条件となり、大量の現場練コン
クリート工法では補修が困難となる。

施工性 ・作業船等で運搬ができ安易に現地作業ができる技術

下水（管渠） 67 新技術等の導入
■既設圧送管内への新規管挿入と供用継続型更新
・道路条件、周辺環境、埋設物の制約等により開削による全面更新が困難な箇所
が多い。

施工性
・断水、停止期間の最小化
・供用しながらの更新
・将来の維持管理性向上

上水 68 新技術等の導入
■仕切弁の補修
・仕切弁の老朽化が進んでいる。

施工性
・仕切弁を安価で簡便に修繕する技術の開発（道路を掘削せずに仕切弁を交換で
きるようにする等）

公園
公園（遊具・四

阿）
69 新技術等の導入

■公園遊具の補修、更新における省力化（コスト縮減）
・物価高騰の影響もあって維持管理費（遊具の材料費等）がかかる。

コスト縮減
・極力費用が安価な技術の導入
・財政的な支援

護岸・根固工・
水制工

70 新技術等の導入

■コンクリート板柵水路の部分的補修工法
・数十年前に施工された板柵工は吸出防止材が設置されていないことが多く、用水
期の水位変動により背面土砂の吸出が生じて陥没が多々発生している。背面にす
ぐ田がある場所が多く、機械が入れずに部分的な補修が困難で砕石土のうを投入
するしかできないケースがある。

施工性 ・人力作業で施工可能であること

護岸・根固工・
水制工

71 新技術等の導入
■コンクリート板柵水路の更新工法
・用地的に制約のある場所に設置されていることが多く撤去が困難なケースも多
い。

施工性 ・撤去せずに更新できること

堤防 72 新技術等の導入
■ため池堤体の草刈り
・ため池の堤体法面の草刈りを行いたいが足場が悪く危険を伴うため引き受け手
が少なく苦慮している。

労力・人員削減
・急な法面（30°以上）で安全に草刈りを実施できる方法
・労力的にそこまで負担がかからないアイデア

全般 73 新技術等の導入

■コンクリート二次製品水路（特にL型水路、大型フリューム）の耐久性のある目地
材
・水路改修工事実施後５年持たず二次製品水路の継ぎ目に詰める目地が剥離す
ることがあるが、コンクリートと同等の耐用年数を持つ目地材はないか

施工性 ・農業用水路としての利用で底面は常時水没、側壁上側は大気中となる。

その他 74 新技術等の導入

■小型重機に対応した敷鉄板
・田を借りて進入路を設置することが多いが、敷鉄板等の仮設費用が工事費に対
してかなりのウェイトを占める。小型の重機を使用することが多いため、上載荷重
の小さい場合に敷鉄板に代わる材料がないか。

施工性 ・上載荷重が小さい場合

その他 75 新技術等の導入

■大型土のうの中詰め材
・用地の制約で水路内に大型土のうを並べて作業ヤードとすることが多いが、最初
に中詰土を購入し本体構造物完成後に撤去して土を搬出することとなる。数量が
限られること、また水分を多く含んでいることより、すぐに転用できず処理に困って
いる。

施工性 ・すぐに転用可能であること

全般 76
組織・体制の強化、

人材育成
■技術職の確保
・来てもらえない。

その他 （特になし）

全般 77 民間活力の活用

■土木工事などの民間事業者減少対策
・経営者の高齢化に事業継承問題や労働者不足で民間の工事業者が減少、規模
縮小してきており、災害などの緊急時に遅れや長期連続する業務（除雪など）で業
者側の疲れなどある。

その他
・安易に外から労働力を連れてくるのではなく地元の雇用創出につながる形が必
要

全般 78 その他
■受注業者の確保
・業者が来てくれない。

その他 ・離島

全般 79 その他
■施工方法の汎用化
・NETISなど施工方法が専属化している場合は施工費が高価となっている。

施工性 ・特許性がない施工方法の開発

その他 建築 80 その他

■80年長寿命化を前提とし他施設への移転や仮設庁舎の設置が極めて困難な消
防署所において、新設時から機能を一切止めず居ながらにして容易に大規模改
修、設備更新ができる建築構造、設計手法の確立
・公共建築物の長寿命化が進められる中、一般的な学校や行政庁舎の改修ノウハ
ウ（他校舎への移転や躯体だけ残した全面改修など）は、消防署や出張所には通
用せず将来の大規模改修が致命的な課題となっている。消防施設は24時間稼働
の指令システムや出動動線を維持せねばならず、仮設移転を検討しても代替地の
確保やサイレン等の騒音に関する近隣住民の理解（苦情対策）など事務的、社会
的なハードルが高く移転は現実的ではない。したがって、最初から一切移転せず居
ながらにして容易に大規模改修できる建物を建てておくことが望ましい。しかし、建
物の規模（本署と出張所）によって施工の難易度が異なり、それぞれの規模に応じ
た新築時の構造工夫や設計基準が確立されていない。

その他

・規模別の改修アプローチと新築時の仕込み
【消防署（本署クラスの大型建物）】
建物が大きいため半分ずつ区分けして工事（ローテーション施工）が可能だが、そ
のためには新築時から一時的に署員や資機材、機能を退避させるための反転ス
ペース（余剰、バッファ空間）や設備系統の完全分離（２系統化）をあらかじめ計画
に組み込んでおく必要がある。
【出張所クラスの小型建物】
敷地も建物も狭小なため本署のような半分ずつ工事する反転スペースの確保すら
困難である。そのため、さらに高い更新容易性（例：配管の外部・廊下側への集約、
メンテナンス口の外部配置、容易に脱着できる内装・天井システムなど）により、限
られたスペースでも効率的に工事を進められる構造が求められる。
・仮設、移転をゼロにする設備設計
20年・40年・60年等の各周期で訪れる電気、通信指令、給排水、空調、防水、外壁
などの大規模改修において、署員が24時間駐在し出動機能を100%維持したまま建
物内外から安全かつ迅速に部分交換・更新ができること。
・提案への要望
消防特有の移転不可、システム非停止、騒音・動線制約という極限の条件をクリア
できる具体的な建築実例や技術提案を求める。

下水・上水

農林

全般

道路

河川

砂防

港湾

施工（補修・更新）
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建築 81 新技術等の導入

■消防出張所等の大規模改修時に基礎工事なしで迅速に展開できるトレーラーハ
ウス等の仕組み化。なお、これらは自治体単独での所有ではなく、国等で一括して
用意、管理し全国の改修時期に合わせて使い回す仕組みとすることが適当であ
る。
・既存施設の大改修における制約
 既存の消防出張所等で大規模改修を実施する場合、工事の規模や安全確保の
観点から庁舎から一定期間退去（機能移転）しなければならない。しかし、敷地や
動線の制約上、従来のプレハブ仮設等を建てることは極めて困難である。
・国等で用意すべき理由
一つの地方自治体における消防庁舎の大改修周期は数十年に一度と少ないた
め、仮設用トレーラーハウス等を自治体が自前で準備、維持することはコストや稼
働率の面から不可能である。したがって、全国や地域ブロック単位で国等が標準化
された移動式仮設建物を備蓄し、各自治体の改修時期に合わせて貸し出す仕組
みが必要だが市場や制度に存在しない。

施工性 （特になし）

建築 82
組織・体制の強化、

人材育成

■既設の消防署・出張所において、建物のライフサイクル（20年・40年・60年）に応
じ屋根構造・外壁構造（部位・仕上げ材の種類）ごとの特性を踏まえた最適な改修・
メンテナンス手法の可視化及び自庁舎の現状をもとに個別相談・シミュレーション
ができる専門窓口（外部知見）の確保
・既存の消防施設の長寿命化計画を進めているが、単にRC造やS造といった大ま
かな構造分類だけでは各周期（20・40・60年）で具体的にどの程度の費用と工事が
必要になるかを見極めるのが困難である。実際には、外壁構造（サイディングボー
ド、ALC、タイル、塗装等）や屋根構造（瓦屋根、折板屋根、陸屋根防水等）の種類
によってメンテナンス周期や内容は大きく異なる。例えば、この種類のサイディング
であれば20年目は塗装不要で目地処理（シーリング）だけでよい、瓦屋根であれば
20年目は補修不要といった、材料や工法ごとの具体的な特性・見極め基準に即し
た消防施設向けの改修ガイドラインが存在しない。そのため、自庁舎の個別具体
的な図面や仕上げの仕様を示した上で、無駄のない最適な改修計画をワンストッ
プで相談・シミュレーションできる専門の外部部署やコンサルティング体制が不足し
ている。

その他

・部位、仕上げ材に応じた改修手法の可視化
屋根（瓦、ガルバリウム、防水シート等）や外壁（各種サイディング、タイル等）の具
体的な製品特性、仕様に応じた20年・40年・60年時点での必要最低限のメンテナン
ス内容（例：塗装の要不要、目地処理のみの適応基準など）が可視化された計画
策定支援を求める。
・個別相談、伴走体制
当該庁舎の図面、仕上げ表、現状の劣化度を提示した際、仕様に応じた最適な長
寿命化改修シナリオ（過剰な工事を省き、機能維持に必要な工事のみを絞り込む
シミュレーション）を一緒に検討、伴走してくれる専門部局やコンサルタントによる提
案。

その他 83 その他
■離島（諸島の中でもさらに小さい島）であるため材料も本土から廃棄も本土にな
るため施工単価が合わない。増工になっつたとき輸送費がかかりすぎる。

その他 （特になし）

橋梁（全般） 84 施設の集約・再編

■EBPMに基づく計画立案
・ストック効果を最大化するためにインフラメンテナンスに取組んできているが、そも
そもストックの評価が曖昧である。そこで、ストックの算定が必要と考える。その上
で、政策的根拠のある指標にて集約、撤去の合意形成を図りたい。

事務手続き等の簡素化

・EBPMに基づく指標となるように算定基準を求める。
・インフラメンテナンス、インフラマネジメントと連携の取れる指標
　としたい。
・長寿命化修繕計画に反映したい。

橋梁（全般） 85 その他

■橋梁長寿命化修繕計画の緩和化
・５年毎の橋梁点検に基づき橋梁長寿命化修繕計画を策定しているが、次回点検
時までに修繕を完了するよう求められており、Ⅲ判定の橋梁数が多いため現在の
財政規模、職員数では対応は困難である。

その他 ・対応可能な計画へと緩和すること

全般 86 施設の集約・再編
■施設の社会的重要度の定量化
・推定交通量データの取得しGIS上での見える化したい。

コスト縮減

・地方の生活道まで計測している情報を提供してほしい。
　RESAS：メッシュであるため生活道路等の把握が難しい
　docomo等の人流データ：費用がかかる
　ETC2.0のプローブデータ：オープンデータではない

河川 排水機場 87 新技術等の導入

■河川管理施設の遠隔化・自動化
・排水機場を含む水門や樋門等の河川管理施設の維持管理は市町に管理委託し
ているが、人員不足や操作者の高齢化により遠隔監視・操作のニーズが高い。遠
隔化・自動化により点検の効率化等が期待されるが、各施設の現場条件が異なる
ことや予算面の問題などから導入設計が難しい状況である。

その他
・どのような現場においても電源確保、通信環境、停電対策、サイバー対策に問題
がないこと
・低コストで導入可能な技術

公園 公園（植栽） 88 新技術等の導入
■樹木の剪定、伐採及び草刈等の維持管理における省力化（人員削減、コスト縮
減）
・植生繁茂により維持管理費がかかる。

コスト縮減
・極力費用が安価な技術の導入
・財政的な支援

河道 89 新技術等の導入
■河川・水路の藻狩りで発生する水草等を有効活用する技術
・現状では燃やすだけとなっているが何か有効利用する方法がないか

コスト縮減 （特になし）

河道 90 新技術等の導入
■河川・水路で稼働する水中藻狩り機（陸地から職員が操作できるもの）
・現状では舟や陸上ショベルを使用しているが、ラジコンカーのような規模でトラック
で搬送できて水中を自由に動いて藻狩りできる機械がないか

事務手続き等の簡素化
・川幅は10m以下。底張りはなしでヘドロを想定。水路勾配はほとんどなし。ただし、
川底には石や大型ごみが転がっていることがある。

河道 91 新技術等の導入

■河川・水路の土砂堆積を簡単に把握するシステム
・現状では現地で突き棒で水路底を突いて土砂の厚みを把握する方法であるが、
土砂厚みを自動で把握してかつデータ整理、土砂撤去の優先順位付けまでできる
システムができないか

事務手続き等の簡素化 （特になし）

全般 全般 92
組織・体制の強化、

人材育成
■技術職員の不足に対する対応
・人員不足による作業精度の低下

労力・人員削減 ・労力軽減に資する新技術の情報提供

その他 全般 93
組織・体制の強化、

人材育成

■人員不足の解消（一定数の人員確保）
・新技術や事務の簡素化などで労力、人員が削減できたとしても一定数の人員が
いないと人材育成や事務引継ぎができない。人員が少ないと結局、専門知識を持
つ職員に業務が集中し、人材育成どころではなく知識や経験にも続く事務は引継ぎ
書だけでは無理である。

その他 ・正職員（技術職）の増

河道 94 新技術等の導入

■土砂が堆積しやすい箇所の把握及び堆積しにくい仕組みの検討
・河川の性状として無人航空機等の利用による土砂堆積箇所が水位や草木の影
響等で調査が困難なため、データの蓄積が難しく費用もかかる。
・堆積しにくい河道を維持することが課題である。

コスト縮減
・極力費用が安価かつ取り組み可能な技術
・浚渫施工時に将来にわたって堆積しにくい河道を維持するための技術

河道 95 新技術等の導入
■河川内の新しく生える立木の抑制
・河道の阻害要因となる立木が継続的に生えることが課題である。

コスト縮減
・極力費用が安価な技術
・新たな立木を生えづらくする技術

全般 その他 96 入札契約制度
■日常的な業務委託の事務処理の簡略化
・入札の公平性と地元業者への仕事の分配を両立した簡易的な業務委託の発注
方法を知りたい。

事務手続き等の簡素化 ・簡略かつ法的に問題のない仕組み

農林

河川

その他

道路

マネジメント全般

その他

施工（補修・更新）
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